


















































西谷，本多は明確に反対ないし危慎を表現している。また，和田 肇は， ILOや EUの動
向を押えた上で， 8本の労働実態から，実効的な麗用平等の実現のために直ちに女子保護規
定をすべて轍廃するのが適切であったか疑問を謹している。和田 肇「労{勤時悟に関する女
子採護規定J 季刊 労{動法~ 183号(1997年5月)， 37-47頁。なお経済学者の中でも，三谷
麗己が実証分析によって，長時間労働のもとでの女子保護規定の解消は必ずしも女性の雇用
を増やさないと論じているのは興味深い。三谷直己「女子保護規定と男女雇用機会均等法J















ター編『保護と平等~ (労働教育センタヘ 1979年)所収， 58-77頁，がある。
























下の新自由主義的改革と対抗の戦略J~女性労融研究~ NO.33 (1998年1月)， 4-9頁，がある。
また，関 rs本の帝国主義化と企業支配・企業社会的統合の再編J~労閣法捧旬報~ No.l410 
(1997年6月25自)， 6-15頁，も参照、のこと。
6) このような特徴は，関東経営者協会人事・賃金委員会編 F人事革新の具体策一関東経営





































































9) 松沢 弘「リストラ疲れの日本社会~賃金と社会保障~ No.1l98 (1997年3月上旬号)， 8 
頁。なお松沢の指掃は，高橋祐宮下詰経連『新時代の日本的経営』をめぐって~労働法搾
旬報~ No.1410 (1997年6月25自)， 16-19頁，から教示を受けた。
10) r新 -B本的経営Jについては多くの研究があるが，高橋，前掲稿，のほかに，京谷栄エ
f日本的労使関係の地殻変動J~費金と社会保障~ No.1l59 (1995年8月上旬号)， 4-11頁，
青山秀雄「躍舟の流動化と処遇の『倍別化~J 向上誌，向号， 18-22頁，藤田 実 7日経連の
~B本的経営』見直し論をどうみるかj 向上誌， No.1165 (1995年1月上旬号)， 24-37頁，










































































































男女襲用機会均等法改正と「新・日本的経営J 藤井 透 333 
表 1 I新・宮本的経営jの3麗用タイプ
雇用形態 対ー 象 賃 金 主ぷ弘主ミ-'- 与 退職金・年金 昇進・昇搭 福祉施策
期間の定 管理職・ 月給制か 定率十業 ポイント 役職昇進 生法総合
長期蓄積能力 のない麗 必司、じとぷE斗3寝'1砂耳奇， . 年俸制 讃スライ 告1 職能資格 施策
活用型グループ 用契約 技能部門 職能給 ド 昇格
の基幹職 昇給制度
有期麓用 専門部門 年鋒制 成果配分 なし 業績評価 生活援護
l高度専門能力 契約 (企画，営 業績給 施策
活用型グループ 業，研究 昇給なし
開発等)










(1996年 8月)によると，企業は， 2000年には第 1のタイプの構成比は71.8%








{動j 高橋伸一編『社会科学擁論~ (法律文化社， 1997年)所収，で機略を指摘した。あわせ
て参照されたい。
17) 日経連 F平成9年版 労働時題研究委員会報告~ (1997年 1月)， 25頁。また， B 
東経営者協会庁新時代の日本的経営jについてのフォローアップ謂査報告J(1996年8月)
『労観法律匂報~ No.1394 (1996年10月25自)所収， 60-68葉。
18) 東篠由紀彦の試算。高橋祐吉，前掲稿からの再引用。
334 錦教大学総合研究所紀要別冊 現代社会における人間観の探究































「活用j こそが， I 高コスト
けられていたといえるのである O ただし日 る る平等処遇の
19) 派遣労{勤者については，平成6年の「労働者派遣事業実態謂査J(労働省)によると，総
数で61.1%，登録スタップで83.3%が女性であった。労働者婦人渇『平成8年版働く女性




調査報告.](大蔵省申請1馬， 1997年)， 5， 59夏。












































22) 朝日新聞朝刊， 1998年4月6S 。







































男女麓用機会均等法改正と「新・日本的経営J 藤井 透 337 














































































27) 1F94 連合自書j(毘本労動組合総連合会， 1994年)， 7貰。
28) f転換期の襲用労働対策の方向 「麗用ビジョン」の策定にむけて:連合・麗用労働委員




男女雇用機会均等法改正と「新・日本的経営」 藤井 透 39 





















































































































































粋>J (1996年7月25日)~労働法律旬報~ No.1393 (1996年10月10S)所収， 54-58頁，を参
照されたい。
39) 労働省職業安定局繍『中期襲用ピジョン~ (大蔵省印刷局， 1995年)， 34真。労働省編 F雇
用対策基本計画(第8次H(大蔵省叩融局， 1996年)， 32-33真。総理府男女共同参画室縞『男
女共間参画2000年プラン&ピジョン~ (大藤省印綿烏， 1997年)， 26-27真。総理府編『男女
共同参画の現状と施策~ (大蔵省印崩局， 1997年)， 127-131頁。





































































「皮省jがあるといえよう。 W98 連合白書j(司本労働組合総連合会， 1997年)， 4-5， 22-
28真。
男女雇用機会均等法改正と「新・司本的経営j 藤井 透 345 
つ改正「均等法」の成立によって，将来的には整備される可能性をもったとLヴノミラ
ドキシカノレな意味で，改正「均等法Jは評価すべきであろう。
